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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

　

回次 第145期中 第146期中 第147期中 第145期 第146期

会計期間

自　平成19年
　　４月１日
至　平成19年
　　９月30日

自　平成20年
　　４月１日
至　平成20年
　　９月30日

自　平成21年
　　４月１日
至　平成21年
　　９月30日

自　平成19年
　　４月１日
至　平成20年
　　３月31日

自　平成20年
　　４月１日
至　平成21年
　　３月31日

売上高 (千円) 4,902,843 ― 3,248,2119,367,8887,421,081

経常利益又は
経常損失(△)

(千円) 109,335 ― △ 193,471193,894△376,162

中間(当期)純利益又は
中間(当期)純損失(△)

(千円) 509,445 ― △ 218,592259,298△947,330

純資産額 (千円) 2,673,339 ― 1,112,3302,399,3471,291,496

総資産額 (千円) 8,822,825 ― 7,020,9476,875,8947,728,188

１株当たり純資産額 (円) 191.06 ― 79.45 171.48 92.32

１株当たり中間(当期)
純利益金額又は中間(当
期)純損失金額(△)

(円) 36.41 ― △15.62 18.53 △67.71

潜在株式調整後１株当
たり中間(当期)純利益
金額

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 30.3 ― 15.8 34.9 16.7

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 154,183 ― △68,090 354,952△467,999

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △213,620 ― △833,939 277,245△623,084

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △129,502 ― 20,412△940,3951,922,076

現金及び現金同等物の
中間期末(期末)残高

(千円) 464,365 ― 294,481 345,1061,176,100

従業員数
[ほか、平均臨時雇用者
数]

(名)
286
[57]

―
[―]

259
[45]

273
[61]

267
[62]

(注) １　売上高には、消費税等は含まれていない。

２　当社は、第146期中においては四半期報告書を提出しており、中間連結財務諸表は作成していない。従って、当該

期の経営指標については記載していない。

３　潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため、また、第147期中は

１株当り中間純損失であり、第146期は１株当り当期純損失であるため記載していない。
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(2) 提出会社の経営指標等

　

回次 第145期中 第146期中 第147期中 第145期 第146期

会計期間

自　平成19年
　　４月１日
至　平成19年
　　９月30日

自　平成20年
　　４月１日
至　平成20年
　　９月30日

自　平成21年
　　４月１日
至　平成21年
　　９月30日

自　平成19年
　　４月１日
至　平成20年
　　３月31日

自　平成20年
　　４月１日
至　平成21年
　　３月31日

売上高 (千円) 4,661,715 ― 3,069,9048,861,1856,989,865

経常利益又は
経常損失(△)

(千円) 110,698 ― △178,715220,481△388,915

中間(当期)純利益又は
中間(当期)純損失(△)

(千円) 501,130 ― △203,419281,766△946,901

資本金 (千円) 700,000 ― 700,000700,000700,000

発行済株式総数 (千株) 14,000 ― 14,000 14,000 14,000

純資産額 (千円) 2,470,448 ― 957,7892,227,3991,122,850

総資産額 (千円) 8,547,050 ― 6,817,8016,631,2897,505,041

１株当たり配当額 (円) ─ ― ─ 5.00 ―

自己資本比率 (％) 28.9 ― 14.0 33.6 15.0

従業員数
[ほか、平均臨時雇用者
数]

(名)
281
[54]

―
[―]

254
[43]

268
[58]

262
[59]

(注) １　売上高には、消費税等は含まれていない。

２　当社は、第146期中においては四半期報告書を提出しており、中間財務諸表は作成していない。従って、当該期の

経営指標については記載していない。

３　「１株当たり純資産額」、「１株当たり中間(当期)純利益金額又は中間(当期)純損失金額(△)」、「潜在株式

調整後１株当たり中間(当期)純利益金額」については、中間連結財務諸表を作成しているため記載を省略し

ている。
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２ 【事業の内容】

当中間連結会計期間において、当社及び当社の関係会社が営んでいる事業の内容に重要な変更はない。

また、主要な関係会社についても異動はない。

　

３ 【関係会社の状況】

当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はない。

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

当社グループの主な事業は、コーティング関連事業であり、事業の種類別セグメント情報を開示してい

ない。

当社グループにおける従業員数は次のとおりである。

平成21年９月30日現在

従業員数(名)
259
(45)

(注) １　従業員数は就業人員数である。

２　従業員数の(外書)は臨時従業員の当中間連結会計期間の平均雇用人員数である。

３　当社及び連結子会社は、完全な事業部門別の組織形態をとっていないため、一括して記載している。

　

(2) 提出会社の状況

平成21年９月30日現在

従業員数(名)
254
(43)

(注) １　従業員数は就業人員数である。

２　従業員数の(外書)は臨時従業員の当中間会計期間の平均雇用人員数である。

　

(3) 労働組合の状況

労使関係については、特に記載すべき事項はない。
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第２ 【事業の状況】

当社は、前年同期においては四半期報告書を提出しており、前中間連結会計期間の中間連結財務諸表は作成

していない。従って、前年同期との対比は、行っていない。

 

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

当中間連結会計期間におけるわが国の経済は、世界的な金融危機が引き起こした景気後退が下げ止ま

りを見せつつあったが、依然として企業収益の悪化や設備投資の凍結、雇用調整、個人消費の低迷など厳

しい状況が続いている。

このような状況のもとで当社グループは、中期経営計画に基づく更なる業務改革・財務改革に取り組

んできた。しかしながら、自動車市場をはじめとする耐久消費財の需要減少や、海外市場の低迷の影響を

受け売上高が大幅に減少した。

この結果、当中間連結会計期間の売上高は32億48百万円となった。利益面においては、経常損失は１億

93百万円となり、特別損失として株式交換関連費用を36百万円計上した結果、中間純損失は２億18百万円

となった。

部門別の業績は次のとおりである。

①　クロス部門

主力の通帳用クロスは、ＪＡのシステム統合があり順調に推移した。しかし、車両部材用クロスの“

カテナ”は自動車市場の需要減少にともない大幅に減少した。

この結果、クロス部門全体の売上高は、10億44百万円となった。

②　レザー部門

ビニルレザーは、手帳用素材の企業向けが大幅に減少した。また辞書用素材も小学生高学年向けが減

少し、ビニルレザーの売上高は、４億29百万円となった。

合成皮革は、介護・衛材用素材及び特殊衣料用素材は順調に推移したが、輸出を主としたカジュアル

衣料用素材及びケース用素材は大幅な減少となった。

この結果、合成皮革の売上高は、12億１百万円となった。

これらの結果、レザー部門全体の売上高は、16億31百万円となった。

③　その他部門

フィルム部門で、光学関連の在庫調整もあり売上が減少した結果、その他部門全体の売上高は、５億

72百万円となった。
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(2) キャッシュ・フローの状況

当中間連結会計期間末における連結ベースの現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べて８億

81百万円(75.0％)減少し２億94百万円となった。

各活動別の状況は、次のとおりである。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

当中間連結会計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは、△68百万円となった。これは、税金

等調整前中間純損失が２億27百万円となり、減価償却費が２億22百万円、売上債権の増加が４億27百万

円、仕入債務の増加が２億61百万円及びたな卸資産の減少が51百万円並びに法人税等の還付が57百万円

となったこと等によるものである。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

当中間連結会計期間における投資活動によるキャッシュ・フローは、△８億33百万円となった。これ

は、有形固定資産の取得による支出が８億29百万円となったこと等によるものである。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

当中間連結会計期間における財務活動によるキャッシュ・フローは、20百万円となった。これは、短期

借入金の純増加額が３億50百万円、長期借入金の返済による支出が２億80百万円並びにリース債務の返

済による支出が48百万円となったこと等によるものである。
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２ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当中間連結会計期間における生産実績を部門別に示すと、次のとおりである。

　

部門 生産高(千円)

クロス 797,681

レザー 　

ビニルレザー 363,559

合成皮革 1,017,711

レザー計 1,381,271

その他 585,542

合計 2,764,495

(注) １　金額は、製造原価によっている。

２　上記の金額には、消費税等は含まれていない。

　

(2) 受注実績

当中間連結会計期間における受注実績を部門別に示すと、次のとおりである。

　

部門 受注高(千円) 受注残高(千円)

クロス 1,131,447 214,239

レザー 　 　

ビニルレザー 472,802 84,444

合成皮革 1,129,317 159,988

レザー計 1,602,119 244,432

その他 618,256 91,945

合計 3,351,823 550,617

(注)　上記の金額には、消費税等は含まれていない。
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(3) 販売実績

当中間連結会計期間における販売実績を部門別に示すと、次のとおりである。

　

部門 販売高(千円)

クロス 1,044,244

レザー 　

ビニルレザー 429,985

合成皮革 1,201,152

レザー計 1,631,138

その他 572,828

合計 3,248,211

(注) １　上記の金額には、消費税等は含まれていない。

２　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりである。

　

　
当中間連結会計期間

(自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日)

相手先 販売高(千円) 割合(％)

東洋紡績(株) 384,561 11.8

　

３ 【対処すべき課題】

当中間連結会計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新

たに生じた課題はない。

　

４ 【事業等のリスク】

当中間連結会計期間において、本半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち財

政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の異常な変動等又は、前事業年度の有価証券報告書に記載

した「事業等のリスク」について重要な変更はない。

　

５ 【経営上の重要な契約等】

当社は、平成21年５月25日開催の取締役会において、平成21年９月１日を効力発生日として、下記のとお

り、親会社である東洋紡績株式会社(以下「東洋紡」)を株式交換完全親会社、当社を株式交換完全子会社と

する株式交換(以下「本株式交換」)を行うことを決議し、同日付で株式交換契約を締結した。 

　なお、本株式交換は、平成21年６月26日開催の当社定時株主総会で承認可決されている。

(1) 本株式交換の目的

これまで東洋紡と東洋クロスは、密接な提携関係に基づいた関係の強化に取り組んできた。平成16年に

は公開買付けにより東洋紡が東洋クロスを子会社化し、両社の強みを活かした事業の展開とシナジーの

追求に注力してきた。 

　しかしながら、昨今の両社を取り巻く環境は、米国の金融危機に端を発した世界的な景気減速により一

段と厳しさを増しており、グループ全体での事業基盤の強化が急務となってきた。
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このような状況のもと、東洋紡と東洋クロスは、慎重に協議を重ねた結果、東洋クロスのコーティング

事業の収益力を向上させるためには、東洋紡が東洋クロスを完全子会社化することによって、電子部品・

自動車分野において、東洋紡の保有する機能素材と東洋クロスのコーティング技術を融合させた新商品

開発等、両社の経営資源をより緊密に連携させることが有効であるとの結論に達した。 

　また、完全子会社化により、迅速な経営判断と機動的な事業運営を行って両社の相乗効果を最大限に発

揮することで、東洋クロス及び東洋紡グループ全体の企業価値の向上につながると判断したため、この

度、本株式交換を実施することとした。

(2) 株式交換の方法及び内容

①　本株式交換の方法

東洋紡は、効力発生日の前日の最終の当社株主名簿に記載又は記録された当社の株主に対して、当社

の普通株式１株に対し、東洋紡の普通株式0.87株の割合をもって割当てる。 

　ただし、東洋紡が保有する普通株式6,047,000株については、割当てを行わない。

②　本株式交換の期日

平成21年９月１日

③　株式の割当比率

当社株式１：東洋紡株式0.87 

④　本株式交換に係る割当ての内容の算定根拠

当社は、本株式交換の株式交換比率算定にあたり、大和証券エスエムビーシー株式会社(以下「大和

証券 ＳＭＢＣ」)を第三者算定機関として選定した。

大和証券 ＳＭＢＣは、当社及び東洋紡については上場株式であることから市場株価法及びＤＣＦ法に

より算定を行った。 

　当社及び東洋紡は、この算定結果を参考に当事者間で協議の上、上記株式交換比率を決定した。

(3) 株式交換の相手会社(株式交換完全親会社となる会社)の商号、本店の所在地、代表者の氏名、資本金の

額、純資産の額、総資産の額および事業の内容

商号 東洋紡績株式会社

本店の所在地 大阪市北区堂島浜二丁目２番８号

代表者の氏名 代表取締役社長　坂元 龍三

資本金の額  43,341百万円（平成21年３月31日現在）

純資産の額 113,532百万円（平成21年３月31日現在）

総資産の額 362,475百万円（平成21年３月31日現在）

事業の内容 合成樹脂およびその成形品、各種化学工業品、ならびに生化学品、医薬品、
およびその関連商品の製造、加工、販売。電子機器、理化学機器、医療用具お
よびその関連機器の設定、製作、販売、輸出入。各種繊維工業品の製造、加
工、販売。各種プラントおよび機器の設計、製作、販売。各種技術、情報の販
売。
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６ 【研究開発活動】

当社グループの研究開発体制は、新規分野及び新規用途を主体とした新規事業の探索及び基本技術開発

を主目的とした研究部と、コーティング関連事業における既存事業分野の拡大及び生産技術の確立を主目

的とした部門別開発グループ・開発部で構成されている。

なお、当中間連結会計期間の研究開発費の総額は59百万円であり、研究開発活動の概要を示すと、次のと

おりである。

イ．フィルム事業部の新工場、新設備の完成を機に、新規分野への事業拡大を更に進めるため、ハード

コート技術の基礎研究を深めている。

ロ．湿式ナノ微細孔膜の研究を深め、ガス選択透過膜支持体に応用、酸素給湯機、自動車搭載エアー

チャージャー等、酸素濃度を上げて快適空間を作り出す装置として商品化されている。

ハ．実用耐久性の優れた高度防汚加工技術が出来上がり、これを用いて家具、車両分野での商品化を進

めている。

当中間連結会計年度における研究部の研究開発費は19百万円である。

開発グループ・開発部における研究開発活動を部門別に示すと、次のとおりである。

①　クロス部門

クロス部門では、水性系材料を使用した印刷特性についての研究を続けている。新規市場開発では、車

両用部材の開発を重点的に行ってきた成果である、トノカバー「カテナ」がクロス事業の第二の柱に成

長し、この部門での売上比率を伸ばしている。　

また、紙クロスの高濃度含浸技術、ハード化技術を応用した、家庭用ラップフィルム用金属刃の代替材

料として高濃度含浸紙「紙刃」が既に商品化されている。さらに、カバン用芯地へと用途展開もされてい

る。

当中間連結会計年度におけるクロス部門の研究開発費は12百万円である。

②　レザー部門

ビニルレザー部門では、環境対応の動きにあわせビニル原料からの脱却を目指し、環境に配慮したオレ

フィン系レザーシート「テクノスキン」及び熱可塑性ウレタン「ＴＰＵ」のシート化技術を中心に、技

術開発及び新規用途展開を行っている。 　

こうした中で、電気工事用防護シート、塗装防水工事用シートの商品化を進めている。

合成皮革部門では、環境に配慮した無溶剤系ボンディング商品の開発継続とともに、シーズン依存性の

脱却を目標にかかげ非衣料用途の通年型製品開発に重点を置いている。

こうした中で、通年型商品開発として注力している車両用分野で、新設計の車輌用シート材が、採用さ

れた。

当中間連結会計年度におけるレザー部門の研究開発費は22百万円である。

③　その他部門

フィルム加工部門では、クリーン度を高めた新工場が完成し、広幅化と塗工速度を上げ生産性を高め

た、新コーターが稼動開始した。これを契機に、事業拡大のため新たに、高硬度、防汚、ＡＳ性、ＡＧ等機能

を付与したハードコート技術を中心に、新用途への開発を実施している。

また、印材用途に帯電防止性と易接着性を付与したコート技術を開発、商品化を始めた。ＵＶ硬化によ

る新離型処理技術の開発を行い、商品化を検討中である。

当中間連結会計年度におけるその他部門の研究開発費は6百万円である。
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７ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中における将来に関する事項は、本半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会

社）が判断したものである。

(1) 経営成績の分析

①　売上高

当中間連結会計期間の売上高は、32億48百万円となった。この売上高は、輸出を主としたカジュアル

衣料用素材及び車両部材用クロスの減少等によるものである。

②　売上総利益

当中間連結会計期間の売上総利益は、２億40百万円となった。この売上総利益は、上記の売上高減少

及び費用の削減等によるものである。

③　販売費及び一般管理費

当中間連結会計期間の販売費及び一般管理費は、４億22百万円となった。

④　営業損失

上記売上総利益の減少等により、当中間連結会計期間の営業損失は、１億81百万円となった。

⑤　経常損失

営業外損益の主な内容は、業務受託手数料収入が５百万円及び支払利息が28百万円等である。これに

より、当中間連結会計期間の経常損失は、１億93百万円となった。

⑥　中間純損失

親会社である東洋紡績(株)との株式交換関連費用36百万円を特別別損失として計上した結果、税金

等調整前中間純損失は、２億27百万円となった。

法人税等負担額△９百万円を計上した結果、当中間連結会計期間の中間純損失は、２億18百万円と

なった。

(2) 財政状態の分析

当中間連結会計期間末の流動資産は、前連結会計年度末に比べて５億88百万円減少し、32億14百万円と

なった。これは、主として短期貸付金が８億55百万円減少、売掛金が４億32百万円増加したこと等による

ものである。

当中間連結会計期間末の固定資産は、前連結会計年度末に比べて１億18百万円減少し、38億５百万円と

なった。これは、主として有形固定資産が１億63百万円減少したこと等によるものである。

当中間連結会計期間末の流動負債は、前連結会計年度末に比べて２億30百万円減少し、45億２百万円と

なった。これは、主として支払手形及び買掛金が２億61百万円増加したこと等によるものである。

当中間連結会計期間末の固定負債は、前連結会計年度末に比べて２億97百万円減少し、14億６百万円と

なった。これは、主として長期借入金が２億20百万円、リース債務が49百万円それぞれ減少したこと等に

よるものである。

当中間連結会計期間末の純資産合計は、前連結会計年度末に比べて１億79百万円減少し、11億12百万円

となった。これは、主として利益剰余金が２億18百万円減少し、その他有価証券評価差額金が37百万円増

加したこと等によるものである。

(3) キャッシュ・フローの状況の分析

「第２　事業の状況　１　業績等の概要」に記載のとおりである。
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第３ 【設備の状況】

１ 【主要な設備の状況】

提出会社

当中間連結会計期間における設備の取得の状況は以下のとおりである。

事業所名
(所在地)

事業の内容
設備の
内容

帳簿価額(千円) 従業
員数
(名)建物及び

構築物
機械装置
及び運搬具

その他 合計

本店・樽井事業所
（大阪府泉南市）

コーティング関連 フィルムの表面加工設備 　 658,076499,2469,4351,166,758─

　

２ 【設備の新設、除却等の計画】

当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設等の計画は以下のとおりである。なお、

新たに確定した重要な設備の除却等の計画はない。

会社名
事業所名
(所在地)

事業の内容
設備の
内容

投資予定額
資金調達
方法

着手及び完了予定年月
完成後の
増加能力総額

(百万円)

既支払額

(百万円)
着手 完了

提出会社
岩国事業所 
(山口県岩国市)

コーティング関
連

排ガス処理装置 98 ― 借入金 平成21年12月 平成22年４月 ─
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 56,000,000

計 56,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
中間会計期間末
現在発行数(株)
(平成21年９月30日)

提出日現在発行数(株)
(平成21年12月10日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 14,000,000 14,000,000 ―
単元株式数は1,000株
である。

計 14,000,000 14,000,000 ― ―

(注)　上場金融商品取引所名については、東洋紡績株式会社との株式交換による完全子会社化に伴い、平成21年８月26日

付けで大阪証券取引所市場第二部への上場が廃止となっている。

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項なし。

　

(3) 【ライツプランの内容】

該当事項なし。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の状況】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成21年９月30日 ― 14,000,000 ― 700,000 ― 68,752

　

(5) 【大株主の状況】

平成21年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合(％)

東洋紡績株式会社 大阪市北区堂島浜２丁目２番８号 14,000 100.0

計 ― 14,000 100.0

(注)　当社は、当中間会計期間において、東洋紡績株式会社との株式交換により同社の完全子会社となった。
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成21年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等） ― ― ―

完全議決権株式（その他） 普通株式 　14,000,000 14,000 ―

単元未満株式 ― ― ―

発行済株式総数 14,000,000 ― ―

総株主の議決権 ― 14,000 ―

　

② 【自己株式等】

平成21年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

― ― ─ ― ─ ─

計 ― ─ ― ─ ─

　
　

２ 【株価の推移】

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成21年
４月

５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) 102 124 139 160 165 ─

最低(円) 86 93 121 129 149 ─

(注)　最高・最低株価は、大阪証券取引所市場第二部におけるものである。

なお、平成21年８月26日をもって同取引所の上場が廃止となっているため、それ以降の株価については該当事項

はない。
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３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりである。

役職の異動

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

常務取締役 常務取締役

佐々木　利光 平成21年６月27日

(社長の補佐兼クロス・レ

ザー事業部長兼研究企画室

の担当兼環境施設部の担当

兼岩国事業所の担当兼合皮

事業改革チーム統括兼東京

支店の担当)

(社長の補佐兼販売総括部長

兼岩国事業所の担当兼合皮

事業改革チーム統括兼東京

支店の担当)

取締役 取締役

後藤　正一　 平成21年６月27日
(管理総括部長兼社長室長兼

審査室長兼購買部の担当兼

本社事務所の担当)

(管理総括部長兼社長室長兼

本社事務所の担当)
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第５ 【経理の状況】

１　中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11年

大蔵省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成している。

　

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省

令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成している。

　

(3) 当社は、前年同期においては四半期報告書提出しており、前中間連結会計期間(平成20年４月１日から

平成20年９月30日まで)及び前中間会計期間(平成20年４月１日から平成20年９月30日まで)の中間連結

財務諸表並びに中間財務諸表は作成していない。従って、前中間連結会計期間及び前中間会計期間との対

比は行っていない。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当中間連結会計期間(平成21年４月１日から

平成21年９月30日まで)及び当中間会計期間(平成21年４月１日から平成21年９月30日まで)の中間連結財

務諸表並びに中間財務諸表について、あずさ監査法人により中間監査を受けている。
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１【中間連結財務諸表等】
(1)【中間連結財務諸表】
①【中間連結貸借対照表】

(単位：千円)

当中間連結会計期間末
(平成21年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 183,567 206,293

受取手形及び売掛金 1,601,616 1,174,419

たな卸資産 1,226,109 1,278,019

繰延税金資産 982 1,535

短期貸付金 149,122 1,004,912

未収還付法人税等 4,135 59,181

未収消費税等 － 48,115

その他 52,526 36,427

貸倒引当金 △3,071 △4,931

流動資産合計 3,214,988 3,803,973

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） ※1
 1,626,410

※1
 1,019,503

機械装置及び運搬具（純額） ※1
 1,136,986

※1
 764,004

土地 508,771 508,771

建設仮勘定 22,313 1,169,871

その他（純額） ※1
 92,648

※1
 88,660

有形固定資産合計 3,387,129 3,550,810

無形固定資産 17,245 18,024

投資その他の資産

投資有価証券 288,514 238,958

繰延税金資産 12,644 12,556

その他 106,472 109,915

貸倒引当金 △6,048 △6,050

投資その他の資産合計 401,584 355,379

固定資産合計 3,805,958 3,924,214

資産合計 7,020,947 7,728,188
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(単位：千円)

当中間連結会計期間末
(平成21年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 1,519,696 1,257,901

短期借入金 2,460,000 2,170,000

リース債務 98,514 97,891

未払法人税等 3,104 2,469

賞与引当金 108,930 120,831

その他 ※2
 311,970 1,083,905

流動負債合計 4,502,216 4,732,998

固定負債

長期借入金 765,000 985,000

リース債務 320,340 369,753

繰延税金負債 248,217 243,799

退職給付引当金 35,048 41,423

役員退職慰労引当金 34,794 40,855

その他 3,000 22,861

固定負債合計 1,406,400 1,703,693

負債合計 5,908,617 6,436,691

純資産の部

株主資本

資本金 700,000 700,000

資本剰余金 68,752 68,752

利益剰余金 323,633 542,226

自己株式 － △1,807

株主資本合計 1,092,385 1,309,171

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 19,944 △17,675

評価・換算差額等合計 19,944 △17,675

純資産合計 1,112,330 1,291,496

負債純資産合計 7,020,947 7,728,188
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②【中間連結損益計算書】
(単位：千円)

当中間連結会計期間
(自 平成21年４月１日
  至 平成21年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結損益計算書

(自 平成20年４月１日
  至 平成21年３月31日)

売上高 3,248,211 7,421,081

売上原価 3,007,612 6,747,272

売上総利益 240,599 673,809

販売費及び一般管理費 ※1
 422,324

※1
 1,045,192

営業損失（△） △181,725 △371,382

営業外収益

受取利息 1,393 2,704

受取配当金 3,920 8,187

持分法による投資利益 － 388

受取補償金 － 16,858

業務受託手数料 5,187 9,510

その他 10,675 12,706

営業外収益合計 21,176 50,355

営業外費用

支払利息 28,324 42,767

持分法による投資損失 727 －

固定資産除却損 2,348 3,588

その他 1,522 8,779

営業外費用合計 32,922 55,135

経常損失（△） △193,471 △376,162

特別利益

貸倒引当金戻入額 2,302 10,735

特別利益合計 2,302 10,735

特別損失

株式交換関連費用 36,714 －

退職給付費用 － 5,015

損害賠償金 － 28,733

固定資産処分損 － ※2
 4,750

特別退職金 － 53,025

固定資産除却損 － ※3
 43,787

たな卸資産評価損 － ※4
 36,737

特別損失合計 36,714 172,047

税金等調整前中間純損失（△） △227,883 △537,474

法人税、住民税及び事業税 1,694 7,063

法人税等調整額 △10,985 402,792

法人税等合計 △9,290 409,855

中間純損失（△） △218,592 △947,330
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③【中間連結株主資本等変動計算書】
(単位：千円)

当中間連結会計期間
(自 平成21年４月１日
  至 平成21年９月30日)

前連結会計年度の要約連結
株主資本等変動計算書
(自 平成20年４月１日
  至 平成21年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 700,000 700,000

当中間期変動額

当中間期変動額合計 － －

当中間期末残高 700,000 700,000

資本剰余金

前期末残高 68,752 68,752

当中間期変動額

当中間期変動額合計 － －

当中間期末残高 68,752 68,752

利益剰余金

前期末残高 542,226 1,559,515

当中間期変動額

剰余金の配当 － △69,958

中間純損失（△） △218,592 △947,330

当中間期変動額合計 △218,592 △1,017,289

当中間期末残高 323,633 542,226

自己株式

前期末残高 △1,807 △1,537

当中間期変動額

自己株式の取得 △63 △269

親会社との株式交換 1,870 －

当中間期変動額合計 1,807 △269

当中間期末残高 － △1,807

株主資本合計

前期末残高 1,309,171 2,326,730

当中間期変動額

剰余金の配当 － △69,958

中間純損失（△） △218,592 △947,330

自己株式の取得 △63 △269

親会社との株式交換 1,870 －

当中間期変動額合計 △216,785 △1,017,559

当中間期末残高 1,092,385 1,309,171
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(単位：千円)

当中間連結会計期間
(自 平成21年４月１日
  至 平成21年９月30日)

前連結会計年度の要約連結
株主資本等変動計算書
(自 平成20年４月１日
  至 平成21年３月31日)

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 △17,675 72,617

当中間期変動額

株主資本以外の項目の当中間期変動額
（純額）

37,619 △90,292

当中間期変動額合計 37,619 △90,292

当中間期末残高 19,944 △17,675

評価・換算差額等合計

前期末残高 △17,675 72,617

当中間期変動額

株主資本以外の項目の当中間期変動額
（純額）

37,619 △90,292

当中間期変動額合計 37,619 △90,292

当中間期末残高 19,944 △17,675

純資産合計

前期末残高 1,291,496 2,399,347

当中間期変動額

剰余金の配当 － △69,958

中間純損失（△） △218,592 △947,330

自己株式の取得 △63 △269

親会社との株式交換 1,870 －

株主資本以外の項目の当中間期変動額（純
額）

37,619 △90,292

当中間期変動額合計 △179,165 △1,107,851

当中間期末残高 1,112,330 1,291,496
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④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：千円)

当中間連結会計期間
(自 平成21年４月１日
  至 平成21年９月30日)

前連結会計年度の要約連結
キャッシュ・フロー計算書

(自 平成20年４月１日
  至 平成21年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前中間純損失（△） △227,883 △537,474

減価償却費 222,604 451,639

退職給付引当金の増減額（△は減少） △6,375 7,730

賞与引当金の増減額（△は減少） △11,900 △41,771

貸倒引当金の増減額（△は減少） △1,862 △10,304

受取利息及び受取配当金 △5,314 △10,891

支払利息 28,324 42,767

固定資産除却損 2,348 47,375

固定資産処分損益（△は益） － 4,750

売上債権の増減額（△は増加） △427,197 679,052

たな卸資産の増減額（△は増加） 51,910 53,133

仕入債務の増減額（△は減少） 261,795 △771,507

その他 14,722 △174,502

小計 △98,827 △260,001

利息及び配当金の受取額 5,314 10,891

利息の支払額 △28,246 △41,504

法人税等の還付額 57,127 －

法人税等の支払額 △3,459 △177,384

営業活動によるキャッシュ・フロー △68,090 △467,999

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △9,102 △12,084

定期預金の払戻による収入 6,000 6,000

有形固定資産の取得による支出 △829,687 △614,032

投資有価証券の取得による支出 △1,749 △3,442

投資有価証券の売却による収入 600 －

固定資産の除却による支出 － △4,750

従業員に対する貸付金の回収による収入 － 1,200

敷金の差入による支出 － △9,025

敷金の回収による収入 － 13,051

投資活動によるキャッシュ・フロー △833,939 △623,084

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 350,000 1,100,000

長期借入れによる収入 － 900,000

長期借入金の返済による支出 △280,000 △475,000

配当金の支払額 △733 △70,298

セール・アンド・リースバック取引による収入 － 500,000

リース債務の返済による支出 △48,790 △32,355

その他 △63 △269

財務活動によるキャッシュ・フロー 20,412 1,922,076

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △881,618 830,993

現金及び現金同等物の期首残高 1,176,100 345,106

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※1
 294,481

※1
 1,176,100

EDINET提出書類

東洋クロス株式会社(E00997)

半期報告書

22/52



【中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】

　
当中間連結会計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日)

前連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

１　連結の範囲に関する事項

　(1) 連結子会社の数　　１社

　　　　連結子会社の名称

　　　　　㈱三新

１　連結の範囲に関する事項

　(1) 連結子会社の数　　１社

　　　　連結子会社の名称

　　　　　㈱三新

　(2) 主要な非連結子会社の名称等

　　　　主要な非連結子会社

　　　　　東クロエンジニアリングサービス㈱

　(2) 主要な非連結子会社の名称等

　　　　主要な非連結子会社

同左

　　　 (連結範囲から除いた理由)

非連結子会社は小規模であり、総資産、売上高、

中間純損益(持分に見合う額)及び利益剰余金

(持分に見合う額)等は、いずれも中間連結財務

諸表に重要な影響を及ぼしていないため、連結

の範囲から除いている。

　　　 (連結範囲から除いた理由)

非連結子会社は小規模であり、総資産、売上高、

当期純損益(持分に見合う額)及び利益剰余金

(持分に見合う額)等は、いずれも連結財務諸表

に重要な影響を及ぼしていないため、連結の範

囲から除いている。

２　持分法の適用に関する事項

　　非連結子会社の東クロエンジニアリングサービス㈱に

ついては持分法を適用している。

２　持分法の適用に関する事項

同左

３　連結子会社の中間決算日等に関する事項

　　連結子会社の中間決算日は、中間連結決算日と一致し

ている。

３　連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社の決算日は、連結決算日と一致している。

４　会計処理基準に関する事項

　(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

　　(イ)有価証券

　　　　その他有価証券

　　　　　時価のあるもの

中間決算日の市場価格等に基づく時価法

(評価差額は全部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法により算定)

４　会計処理基準に関する事項

　(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

　　(イ)有価証券

　　　　その他有価証券

　　　　　時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法(評価

差額は全部純資産直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により算定)

　　　　　時価のないもの

　　　　　　移動平均法による原価法

　　　　　時価のないもの

同左

　　(ロ)たな卸資産

　　　　通常の販売目的で保有するたな卸資産

総平均法による原価法(収益性の低下による

簿価切下げの方法)

　　(ロ)たな卸資産

　　　　通常の販売目的で保有するたな卸資産

総平均法による原価法(収益性の低下による

簿価切下げの方法)

 (会計方針の変更)

当連結会計年度より、「棚卸資産の評価に関する会計

基準」(企業会計基準第９号　平成18年７月５日公表

分)を適用している。

これにより営業損失、経常損失がそれぞれ27,549千円

増加し、税金等調整前当期純損失が64,286千円増加し

ている。
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　 当中間連結会計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日)

前連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

　(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

提出会社の岩国事業所の有形固定資産(リース資

産を除く)

　　　　定額法

　(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

提出会社の岩国事業所の有形固定資産(リース資

産を除く)

同左

　　　その他の有形固定資産(リース資産を除く)

　　　　定率法

　　　　ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物(附属

設備を除く)については、定額法によっている。

　　　　なお、主な耐用年数は次のとおりである。

　　　　建物及び構築物　15～60年

　　　　機械装置及び

　　　　　　　運搬具　　　　７年

　　　　その他　　　　　３～６年

　　　その他の有形固定資産(リース資産を除く)

　　　　定率法

　　　　ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物(附属

設備を除く)については、定額法によっている。

　　　　なお、主な耐用年数は次のとおりである。

　　　　建物及び構築物　15～60年

　　　　機械装置及び

　　　　　　　運搬具　　　　７年

　　　　その他　　　　　３～６年

　  (追加情報)

法人税法の改正((所得税法の一部を改正する法律平成

20年４月30日　法律第23号)及び(減価償却資産の耐用

年数等に関する省令の一部を改正する省令平成20年４

月30日　財務省令第32号))に伴い、当連結会計年度か

ら、機械及び装置の耐用年数を従来の７～14年から７

年に変更している。

これに伴い、前連結会計年度と同一の方法によった場

合に比べ、減価償却費が123,238千円増加し、営業損失、

経常損失及び税金等調整前当期純損失が、それぞれ

112,849千円増加している。

　　　無形固定資産(リース資産を除く)

　　　　定額法

　　　　なお、ソフトウェアについては、社内における利用可

能期間(５年)に基づく定額法を採用している。

　　　無形固定資産(リース資産を除く)

同左

　　　リース資産

　　　　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース

資産

　　　　自己所有の有形固定資産に適用する減価償却方法と

同一の方法を採用している。

　　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリー

ス資産

　　　　リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所有権

移転外ファイナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっている。なお、リース取引開始日が平成20

年４月１日以降の所有権移転外ファイナンス・

リース取引に係るリース資産はない。

 

　　　リース資産

同左
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　 当中間連結会計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日)

前連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

　(3) 重要な引当金の計上基準

　　(イ)貸倒引当金

　　　　　債権の回収不能に備えて、一般債権については、貸

倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を検討し、回収

不能見込額を計上している。

　(3) 重要な引当金の計上基準

　　(イ)貸倒引当金

同左

　　(ロ)賞与引当金

　　　　　従業員に対する賞与の支給に備えて、支給見込額に

基づき計上している。

　　(ロ)賞与引当金

同左

　　(ハ)退職給付引当金

　　　　　従業員の退職給付の支払に備えるため、当中間連結

会計期間末における退職給付債務に基づき計

上している。

　　(ハ)退職給付引当金

　　　　　従業員の退職給付の支払に備えるため、当連結会計

年度末における退職給付債務に基づき計上し

ている。

　　(ニ)役員退職慰労引当金

役員の退職に伴う退職慰労金の支出に備え

て、内規に基づく中間連結会計期間末要支給

額を計上することとしている。

　　(ニ)役員退職慰労引当金

役員の退職に伴う退職慰労金の支出に備え

て、内規に基づく連結会計年度末要支給額を

計上することとしている。

　(4) 重要なヘッジ会計の方法

　　(イ)ヘッジ会計の方法

　　　　金利スワップについては、特例処理の要件を満たし

ており、特例処理を採用している。

　(4) 重要なヘッジ会計の方法

　　(イ)ヘッジ会計の方法

同左

　　(ロ)ヘッジ手段とヘッジ対象

　　　　ヘッジ手段‥デリバティブ取引(金利スワップ)

　　　　ヘッジ対象‥借入金

　　(ロ)ヘッジ手段とヘッジ対象

　　　　ヘッジ手段‥同左

　　　　ヘッジ対象‥同左

　　(ハ)ヘッジ方針

　　　　デリバティブ取引は、提出会社の内部規定である

「デリバティブ取引に関わる管理規定」に基づ

き、金利変動リスクをヘッジしており、借入金の

範囲内において行っている。

　　(ハ)ヘッジ方針

同左

　　(ニ)ヘッジの有効性評価の方法

　　　　金利スワップについては、特例処理の要件に該当す

るため、その判定をもって有効性の判定に代え

ている。

　　(ニ)ヘッジの有効性評価の方法

同左

　(5) その他中間連結財務諸表作成のための重要な事項

　　　消費税等の会計処理方法

　　　　税抜方式によっている。

　(5) その他連結財務諸表作成のための重要な事項

　　　消費税等の会計処理方法

同左

５　中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の

範囲

中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金

(現金及び現金同等物)は、手許現金、随時引き出し可

能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変

動について僅少なリスクしか負わない取得日から

３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からな

る。

５　連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

連結キャッシュ・フロー計算書における資金(現金

及び現金同等物)は、手許現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動に

ついて僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月

以内に償還期限の到来する短期投資からなる。
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【会計処理の変更】

　
当中間連結会計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日)

前連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

─────────  (リース取引に関する会計基準)

　当連結会計年度より、「リース取引に関する会計基準」

(企業会計基準第13号(平成５年６月17日(企業会計審議

会第一部会)、平成19年３月30日改正))及び「リース取引

に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針

第16号(平成６年１月18日(日本公認会計士協会　会計制

度委員会)、平成19年３月30日改正))を適用している。こ

れによる損益に与える影響はない。

　なお、リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所有

権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の

賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

　

【注記事項】

(中間連結貸借対照表関係)

　
当中間連結会計期間末
(平成21年９月30日)

前連結会計年度末
(平成21年３月31日)

※１　有形固定資産の金額から直接控除した減価償却累

計額

　 9,196,057千円

※１　有形固定資産の金額から直接控除した減価償却累

計額

　 9,000,562千円

※２　仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺し、流動負債

の「その他」として表示している。

――――――

　３　偶発債務

手形債権流動化に伴う遡及義務 239,463千円

 

　３　偶発債務

手形債権流動化に伴う遡及義務 189,740千円

 

　

(中間連結損益計算書関係)

　
当中間連結会計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日)

前連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

運送費 52,340千円

給料手当 136,292

賞与引当金繰入額 24,454

退職給付費用 9,994

役員退職慰労引当金繰入額 965

役員報酬 36,099

賃借料 31,724

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

運送費 121,258千円

給料手当 359,901

賞与引当金繰入額 26,738

退職給付費用 21,445

役員退職慰労引当金繰入額 10,190

役員報酬 91,387

―――――― ※２　主に機械装置の解体撤去費用である。

――――――

 

※３　固定資産除却損の内訳

建物 9,274千円

構築物 7,563

機械装置 26,948

計 43,787

―――――― ※４　通常の販売目的で保有する棚卸資産の収益性の低

下による簿価切下額である。
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(中間連結株主資本等変動計算書関係)

当中間連結会計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
前連結会計年度末

(株)
増加
(株)

減少
(株)

当中間連結会計期間末
(株)

普通株式 14,000,000 ─ ─ 14,000,000

　
　

２　自己株式に関する事項

株式の種類
前連結会計年度末

(株)
増加
(株)

減少
(株)

当中間連結会計期間末
(株)

普通株式 10,186 441 10,627 ─

　
（変動事由の概要）

増加数の主な内訳は、次のとおりである。

　単元未満株式の買取りによる増加　　　　　　  441株
　

減少数の主な内訳は、次のとおりである。

　東洋紡績株式会社との株式交換による減少　 10,627株

　

３　新株予約権等に関する事項

該当事項なし。

　

４　配当に関する事項

該当事項なし。

　

前連結会計年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
前連結会計年度末

(株)
増加
(株)

減少
(株)

当連結会計年度末
(株)

普通株式 14,000,000 ― ― 14,000,000

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類
前連結会計年度末

(株)
増加
(株)

減少
(株)

当連結会計年度末
(株)

普通株式 8,206 1,980 ─ 10,186

　
（変動事由の概要）

増加数の主な内訳は、次のとおりである。

　単元未満株式の買取りによる増加　1,980株

　

３　新株予約権等に関する事項

該当事項なし。

　

４　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成20年５月８日
取締役会

普通株式 69,958 5 平成20年３月31日 平成20年６月30日

　

　(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

該当事項なし。
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(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
当中間連結会計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日)

前連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

※１　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸

借対照表に掲載されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 183,567千円

短期貸付金 149,122　
預入期間が３か月を超える定期預金 △38,208　
現金及び現金同等物 294,481　

 

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲載されている科目の金額との関係

現金及び預金 206,293千円

短期貸付金 1,004,912　
預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △35,105　
現金及び現金同等物 1,176,100　

 

　

(リース取引関係)

　
当中間連結会計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日)

前連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所有権移転

外ファイナンス・リース取引

１　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び中間期末残高相当額

リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所有権移転

外ファイナンス・リース取引

１　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

　
機械装置及
び運搬具
(千円)

　
その他
(千円)

　
合計
(千円)

取得価額
相当額

499,164　 26,674　 525,838

減価償却
累計額相当額

39,687　 22,631　 62,319

中間期末残高
相当額

459,476　 4,042　 463,518

　

　
機械装置及
び運搬具
(千円)

　
その他
(千円)

　
合計
(千円)

取得価額
相当額

499,164　 26,674　 525,838

減価償却
累計額相当額

15,782　 19,964　 35,746

期末残高
相当額

483,381　 6,709　 490,091

　
２　未経過リース料中間期末残高相当額

１年内 45,607千円

１年超 426,673　
計 472,280　

２　未経過リース料期末残高相当額

１年内 46,596千円

１年超 448,832　
計 495,429　

 
３　支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

支払リース料 31,341千円

減価償却費相当額 26,572

支払利息相当額 8,192

３　支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

支払リース料 16,763千円

減価償却費相当額 18,826

支払利息相当額 3,100

４　減価償却費相当額の算定方法及び利息相当額の算定

方法

　　減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とする定額法によってい

る。

　　利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差

額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は利息法によっている。

４　減価償却費相当額の算定方法及び利息相当額の算定

方法

　　減価償却費相当額の算定方法

同左

 

　　利息相当額の算定方法

同左

（減損損失について）

　　リース資産に配分された減損損失はないため、項目等

の記載は省略している。

（減損損失について）

同左
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当中間連結会計期間

(自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日)

前連結会計年度

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

ファイナンス・リース取引

(１)　リース資産の内容

　　有形固定資産

　　　主として、コーティング関連事業における生産設備

（機械及び装置、工具、器具及び備品）である。

ファイナンス・リース取引

(１)　リース資産の内容

同左

(２)　リース資産の減価償却の方法

　　　自己所有の有形固定資産に適用する減価償却方法と

同一の方法を採用している。

(２)　リース資産の減価償却の方法

同左

 

　

(有価証券関係)

当中間連結会計期間末(平成21年９月30日)

１　時価のある有価証券

　

区分
取得原価
(千円)

中間連結貸借
対照表計上額
(千円)

差額
(千円)

その他有価証券 　 　 　

株式 218,136 251,941 33,804

(うち、親会社株式) (注) (1,870) (1,423) (△447)

(注)　親会社株式は、中間連結貸借対照表では、流動資産の「その他」に含めて表示している。

　

２　時価評価されていない主な有価証券

　

区分
中間連結貸借対照表計上額

(千円)

その他有価証券 　

非上場株式 26,472

子会社株式 11,525

　

前連結会計年度末(平成21年３月31日)

１　時価のある有価証券

　

区分
取得原価
(千円)

連結貸借対照表計上額
(千円)

差額
(千円)

その他有価証券 　 　 　

株式 214,516 194,833 △19,682

　

２　時価評価されていない主な有価証券

　

区分
連結貸借対照表計上額

(千円)

その他有価証券 　

非上場株式 27,072

子会社株式 17,052
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(デリバティブ取引関係)

当中間連結会計期間末(平成21年９月30日)

該当事項なし。

なお、金利スワップ取引を行っているが、特例処理に該当しておりヘッジ会計を適用しているため

注記の対象から除いている。

　

前連結会計年度末(平成21年３月31日)

該当事項なし。

なお、金利スワップ取引を行っているが、特例処理に該当しておりヘッジ会計を適用しているため

注記の対象から除いている。

　

(ストック・オプション等関係)

当中間連結会計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日）

該当事項なし。

　

前連結会計年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

該当事項なし。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

当社グループの主な事業は、コーティング関連事業であり、クロス、ビニルレザー、合成皮革、フィルム

のコーティング加工及び製品販売を行っている。当中間連結会計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21

年９月30日)及び前連結会計年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)においては、コーティン

グ関連事業の売上高及び営業利益の金額が、いずれも全セグメントの売上高及び営業利益の合計額の

90％を超えるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略している。

　

【所在地別セグメント情報】

当中間連結会計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日)及び前連結会計年度(自　平成20年

４月１日　至　平成21年３月31日)において、いずれも本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在

外支店はない。

　

【海外売上高】

当中間連結会計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日)及び前連結会計年度(自　平成20年

４月１日　至　平成21年３月31日)における海外売上高はない。

　

(企業結合等関係)

当中間連結会計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日)

該当事項なし。

　

前連結会計年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)

該当事項なし。
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(１株当たり情報)

　
当中間連結会計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日)

前連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

１株当たり純資産額 79円45銭

　

１株当たり純資産額 92円32銭

　

１株当たり中間純損失金額 15円62銭
　

１株当たり当期純損失金額 67円71銭
　

(注) １　潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため、また、１株当たり中

間(当期)純損失であるため記載していない。

２　算定上の基礎

　(1) １株当たり純資産額

　

　
当中間連結会計期間末
(平成21年９月30日)

前連結会計年度末
(平成21年３月31日)

中間連結貸借対照表の純資産
の部の合計額

(千円) 1,112,330 1,291,496

普通株式に係る純資産額 (千円) 1,112,330 1,291,496

差額の主な内訳 (千円) ─ ─

普通株式の発行済株式数 (千株) 14,000 14,000

普通株式の自己株式数 (千株) ─ 10

１株当たり純資産額の算定に
用いられた普通株式の数

(千株) 14,000 13,989

　

　(2) １株当たり中間(当期)純損失金額

　

　
当中間連結会計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日)

前連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

中間(当期)純損失 (千円) 218,592 947,330

普通株主に帰属しない金額 (千円) ─ ─

普通株式に係る中間(当期)純
損失

(千円) 218,592 947,330

普通株式の期中平均株式数 (千株) 13,991 13,990
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(重要な後発事象)

　
当中間連結会計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日)

前連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

(資本金の額の減少について)

　当社の事業規模に応じた適正な資本金の額に変更する

とともに、資本構成及び財務体質の改善を目的として、会

社法第447条第１項の規定により資本金の額を減少する

ことにつき、平成21年12月４日開催の臨時株主総会に諮

り承認を得ている。

　なお、資本の減少の方法については、発行済株式総数の

変更は行わず、資本金の額のみを無償で減少する方法に

よる。

(1) 承認された議案の内容

　減少する資本金の額の全額をその他資本剰余金に

計上する。

　なお、減少する資本金の額等については、以下の通

りである。

① 減少する資本金の額 600,000千円

② 減少する資本金の額のう
ち準備金とする額

─

③ 資本金の額の減少の効力
発生日

平成22年１月８日
（予定）

 
(2) 資本金の額の減少の日程概要

① 臨時株主総会決議日 平成21年12月４日

② 債権者異議申述公告 平成21年12月７日

③ 債権者異議申述最終期日　
 

平成22年１月７日
（予定）

④ 資本金の額の減少の効力
発生日

平成22年１月８日
（予定）

 

(東洋紡績株式会社との株式交換契約締結について)

　当社は、平成21年５月25日開催の取締役会において、平

成21年９月１日を効力発生日として、下記のとおり、親会

社である東洋紡績株式会社(以下「東洋紡」)を株式交換

完全親会社、当社を株式交換完全子会社とする株式交換

(以下「本株式交換」)を行うことを決議し、同日付で株

式交換契約を締結した。

　なお、本株式交換は、平成21年６月26日開催の当社定時

株主総会で承認可決されている。

(1) 本株式交換の目的

　これまで東洋紡と東洋クロスは、密接な提携関係に基づ

いた関係の強化に取り組んできた。平成16年には公開買

付けにより東洋紡が東洋クロスを子会社化し、両社の強

みを活かした事業の展開とシナジーの追求に注力してき

た。

　しかしながら、昨今の両社を取り巻く環境は、米国の金

融危機に端を発した世界的な景気減速により一段と厳し

さを増しており、グループ全体での事業基盤の強化が急

務となってきた。

　このような状況のもと、東洋紡と東洋クロスは、慎重に

協議を重ねた結果、東洋クロスのコーティング事業の収

益力を向上させるためには、東洋紡が東洋クロスを完全

子会社化することによって、電子部品・自動車分野にお

いて、東洋紡の保有する機能素材と東洋クロスのコー

ティング技術を融合させた新商品開発等、両社の経営資

源をより緊密に連携させることが有効であるとの結論に

達した。

　また、完全子会社化により、迅速な経営判断と機動的な

事業運営を行って両社の相乗効果を最大限に発揮するこ

とで、東洋クロス及び東洋紡グループ全体の企業価値の

向上につながると判断したため、この度、本株式交換を実

施することとした。

(2) 株式交換の方法及び内容

① 本株式交換の方法

　東洋紡は、効力発生日の前日の最終の当社株主名簿に記

載又は記録された当社の株主に対して、当社の普通株式

１株に対し、東洋紡の普通株式0.87株の割合をもって割

当てる。

　ただし、東洋紡が保有する普通株式6,047,000株につい

ては、割当てを行わない。

② 本株式交換の日程

　平成21年５月25日　　株式交換決議取締役会

　平成21年５月25日　　株式交換契約締結

　平成21年６月26日　　株式交換承認株主総会

　平成21年９月１日　　株式交換予定日

③ 株式の割当比率

　当社株式１：東洋紡株式0.87

④ 本株式交換に係る割当ての内容の算定根拠

　当社は、本株式交換の株式交換比率算定にあたり、大和

証券エスエムビーシー株式会社(以下「大和証券 ＳＭＢ

Ｃ」)を第三者算定機関として選定した。
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　 当中間連結会計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日)

前連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

　 　大和証券 ＳＭＢＣは、当社及び東洋紡については上場

株式であることから市場株価法及びＤＣＦ法により算定

を行った。

　当社及び東洋紡は、この算定結果を参考に当事者間で協

議の上、上記株式交換比率を決定した。

　

(2) 【その他】

該当事項なし。
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２【中間財務諸表等】
(1)【中間財務諸表】
①【中間貸借対照表】

(単位：千円)

当中間会計期間末
(平成21年９月30日)

前事業年度の
要約貸借対照表

(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 87,152 103,994

受取手形 132,972 123,846

売掛金 1,396,006 981,771

たな卸資産 1,190,426 1,232,215

短期貸付金 149,122 1,004,912

未収還付法人税等 4,135 59,181

未収消費税等 － 48,115

その他 52,078 35,993

貸倒引当金 △2,000 △4,300

流動資産合計 3,009,893 3,585,730

固定資産

有形固定資産

建物（純額） ※1
 1,407,417

※1
 802,214

機械及び装置（純額） ※1
 1,117,422

※1
 760,057

土地 508,771 508,771

建設仮勘定 22,313 1,169,871

その他（純額） ※1
 330,244

※1
 308,857

有形固定資産合計 3,386,167 3,549,771

無形固定資産 16,469 17,155

投資その他の資産 ※2
 405,271

※2
 352,384

固定資産合計 3,807,908 3,919,311

資産合計 6,817,801 7,505,041

負債の部

流動負債

支払手形 262,704 206,586

買掛金 1,239,946 1,030,212

短期借入金 2,000,000 1,650,000

1年内返済予定の長期借入金 460,000 520,000

リース債務 98,514 97,891

未払金 92,414 826,861

未払消費税等 ※3
 29,879 －

未払法人税等 2,410 －

賞与引当金 107,000 118,000

その他 187,959 254,181

流動負債合計 4,480,830 4,703,733
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(単位：千円)

当中間会計期間末
(平成21年９月30日)

前事業年度の
要約貸借対照表

(平成21年３月31日)

固定負債

長期借入金 765,000 985,000

リース債務 320,340 369,753

繰延税金負債 248,217 243,799

退職給付引当金 7,829 16,188

役員退職慰労引当金 34,794 40,855

その他 3,000 22,861

固定負債合計 1,379,182 1,678,457

負債合計 5,860,012 6,382,191

純資産の部

株主資本

資本金 700,000 700,000

資本剰余金

資本準備金 68,752 68,752

資本剰余金合計 68,752 68,752

利益剰余金

利益準備金 178,750 178,750

その他利益剰余金

配当引当積立金 70,000 70,000

固定資産圧縮積立金 335,425 350,834

別途積立金 540,000 540,000

繰越利益剰余金 △956,903 △768,892

利益剰余金合計 167,271 370,691

自己株式 － △1,807

株主資本合計 936,023 1,137,636

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 21,765 △14,785

評価・換算差額等合計 21,765 △14,785

純資産合計 957,789 1,122,850

負債純資産合計 6,817,801 7,505,041
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②【中間損益計算書】
(単位：千円)

当中間会計期間
(自 平成21年４月１日
  至 平成21年９月30日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自 平成20年４月１日
  至 平成21年３月31日)

売上高 3,069,904 6,989,865

売上原価 2,881,457 6,471,209

売上総利益 188,447 518,656

販売費及び一般管理費 363,827 909,212

営業損失（△） △175,380 △390,556

営業外収益 ※1
 28,819

※1
 56,681

営業外費用 ※2
 32,154

※2
 55,040

経常損失（△） △178,715 △388,915

特別利益 2,302 9,738

特別損失 ※3
 36,714

※3
 172,047

税引前中間純損失（△） △213,127 △551,224

法人税、住民税及び事業税 1,000 1,000

法人税等調整額 △10,707 394,676

法人税等合計 △9,707 395,676

中間純損失（△） △203,419 △946,901
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③【中間株主資本等変動計算書】
(単位：千円)

当中間会計期間
(自 平成21年４月１日
  至 平成21年９月30日)

前事業年度の要約
株主資本等変動計算書
(自 平成20年４月１日
  至 平成21年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 700,000 700,000

当中間期変動額

当中間期変動額合計 － －

当中間期末残高 700,000 700,000

資本剰余金

資本準備金

前期末残高 68,752 68,752

当中間期変動額

当中間期変動額合計 － －

当中間期末残高 68,752 68,752

資本剰余金合計

前期末残高 68,752 68,752

当中間期変動額

当中間期変動額合計 － －

当中間期末残高 68,752 68,752

利益剰余金

利益準備金

前期末残高 178,750 178,750

当中間期変動額

当中間期変動額合計 － －

当中間期末残高 178,750 178,750

その他利益剰余金

配当引当積立金

前期末残高 70,000 70,000

当中間期変動額

当中間期変動額合計 － －

当中間期末残高 70,000 70,000

固定資産圧縮積立金

前期末残高 350,834 390,814

当中間期変動額

固定資産圧縮積立金の積立 － －

固定資産圧縮積立金の取崩 △15,408 △39,980

当中間期変動額合計 △15,408 △39,980

当中間期末残高 335,425 350,834

別途積立金

前期末残高 540,000 540,000

当中間期変動額

当中間期変動額合計 － －

当中間期末残高 540,000 540,000
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(単位：千円)

当中間会計期間
(自 平成21年４月１日
  至 平成21年９月30日)

前事業年度の要約
株主資本等変動計算書
(自 平成20年４月１日
  至 平成21年３月31日)

繰越利益剰余金

前期末残高 △768,892 207,986

当中間期変動額

剰余金の配当 － △69,958

中間純損失（△） △203,419 △946,901

固定資産圧縮積立金の積立 － －

固定資産圧縮積立金の取崩 15,408 39,980

当中間期変動額合計 △188,010 △976,879

当中間期末残高 △956,903 △768,892

利益剰余金合計

前期末残高 370,691 1,387,551

当中間期変動額

剰余金の配当 － △69,958

中間純損失（△） △203,419 △946,901

固定資産圧縮積立金の積立 － －

固定資産圧縮積立金の取崩 － －

当中間期変動額合計 △203,419 △1,016,860

当中間期末残高 167,271 370,691

自己株式

前期末残高 △1,807 △1,537

当中間期変動額

自己株式の取得 △63 △269

親会社との株式交換 1,870 －

当中間期変動額合計 1,807 △269

当中間期末残高 － △1,807

株主資本合計

前期末残高 1,137,636 2,154,766

当中間期変動額

剰余金の配当 － △69,958

中間純損失（△） △203,419 △946,901

自己株式の取得 △63 △269

親会社との株式交換 1,870 －

当中間期変動額合計 △201,612 △1,017,129

当中間期末残高 936,023 1,137,636
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(単位：千円)

当中間会計期間
(自 平成21年４月１日
  至 平成21年９月30日)

前事業年度の要約
株主資本等変動計算書
(自 平成20年４月１日
  至 平成21年３月31日)

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 △14,785 72,633

当中間期変動額

株主資本以外の項目の当中間期変動額
（純額）

36,551 △87,419

当中間期変動額合計 36,551 △87,419

当中間期末残高 21,765 △14,785

評価・換算差額等合計

前期末残高 △14,785 72,633

当中間期変動額

株主資本以外の項目の当中間期変動額
（純額）

36,551 △87,419

当中間期変動額合計 36,551 △87,419

当中間期末残高 21,765 △14,785

純資産合計

前期末残高 1,122,850 2,227,399

当中間期変動額

剰余金の配当 － △69,958

中間純損失（△） △203,419 △946,901

自己株式の取得 △63 △269

親会社との株式交換 1,870 －

株主資本以外の項目の当中間期変動額（純
額）

36,551 △87,419

当中間期変動額合計 △165,060 △1,104,548

当中間期末残高 957,789 1,122,850
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【中間財務諸表作成の基本となる重要な事項】

　
当中間会計期間

(自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日)

前事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

１　資産の評価基準及び評価方法

　(1) 有価証券

　　子会社株式

　　　移動平均法による原価法

　　その他有価証券

　　　時価のあるもの

中間決算日の市場価格等に基づく時価法(評価差

額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定)

１　資産の評価基準及び評価方法

　(1) 有価証券

　　子会社株式

同左

　　その他有価証券

　　　時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は

全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定)

　　　時価のないもの

移動平均法による原価法

　　　時価のないもの

同左

　(2) たな卸資産

通常の販売目的で保有するたな卸資産

総平均法による原価法(収益性の低下による簿価

切下げの方法)

 

　(2) たな卸資産

通常の販売目的で保有するたな卸資産

総平均法による原価法(収益性の低下による簿価

切下げの方法)

 (会計方針の変更)

当事業年度より、「棚卸資産の評価に関する会計基

準」(企業会計基準第９号　平成18年７月５日公表分)

を適用している。

これにより営業損失、経常損失がそれぞれ27,549千円

増加し、税引前当期純損失が64,286千円増加している。

２　固定資産の減価償却の方法

　(1) 有形固定資産(リース資産を除く)

　　　岩国事業所は定額法

　　　上記以外は定率法

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物(附

属設備を除く)については、定額法によっている。

なお、主な耐用年数は次のとおりである。

建物 15～38年

機械及び装置 ７年

その他 ３～60年

２　固定資産の減価償却の方法

　(1) 有形固定資産(リース資産を除く)

　　　岩国事業所は定額法

　　　上記以外は定率法

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物(附

属設備を除く)については、定額法によっている。

なお、主な耐用年数は次のとおりである。

建物 15～38年

機械及び装置 ７年

その他 ３～60年

　  (追加情報)

法人税法の改正((所得税法の一部を改正する法律　平

成20年４月30日　法律第23号)及び(減価償却資産の耐

用年数等に関する省令の一部を改正する省令　平成20

年４月30日　財務省令第32号))に伴い、当事業年度か

ら、機械及び装置の耐用年数を従来の７～14年から７

年に変更している。

これに伴い、前事業年度と同一の方法によった場合に

比べ、減価償却費が123,238千円増加し、営業損失、経常

損失及び税引前当期純損失が、それぞれ112,849千円増

加している。

　(2) 無形固定資産(リース資産を除く)

　　　定額法

ただし、自社利用のソフトウェアについては、社内

における利用可能期間(５年)に基づく定額法に

よっている。

　(2) 無形固定資産(リース資産を除く)

同左
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　 当中間会計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日)

前事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

　(3) リース資産

所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリー

ス資産

自己所有の有形固定資産に適用する減価償却方

法と同一の方法を採用している。

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る

リース資産

リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所

有権移転外ファイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計

処理によっている。なお、リース取引開始日が平

成20年４月１日以降の所有権移転外ファイナン

ス・リース取引に係るリース資産はない。

　(3) リース資産

同左

３　引当金の計上基準

　(1) 貸倒引当金

債権の回収不能に備えて、一般債権については、貸

倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込

額を計上している。

３　引当金の計上基準

　(1) 貸倒引当金

同左

　(2) 賞与引当金

従業員に対する賞与の支給に備えるため、支給見

込額に基づき計上している。

　(2) 賞与引当金

同左

　(3) 退職給付引当金

従業員の退職給付の支払に備えるため、当中間会

計期間末における退職給付債務に基づき計上して

いる。

　(3) 退職給付引当金

従業員の退職給付の支払に備えるため、当事業年

度末における退職給付債務に基づき計上してい

る。

　(4) 役員退職慰労引当金

役員の退職に伴う退職慰労金の支出に備えて、内

規に基づく中間会計期間末要支給額を計上してい

る。

　(4) 役員退職慰労引当金

役員の退職に伴う退職慰労金の支出に備えて、内

規に基づく期末要支給額を計上している。

４　ヘッジ会計の方法

　(1) ヘッジ会計の方法

金利スワップについては、特例処理の要件を満た

しており、特例処理を採用している。

４　ヘッジ会計の方法

　(1) ヘッジ会計の方法

同左

　(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段‥デリバティブ取引(金利スワップ)

ヘッジ対象‥借入金

　(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段‥同左

ヘッジ対象‥同左

　(3) ヘッジ方針

デリバティブ取引は、当社の内部規定である「デ

リバティブ取引に関わる管理規定」に基づき、金

利変動リスクをヘッジしており、借入金の範囲内

において行っている。

　(3) ヘッジ方針

同左

　(4) ヘッジの有効性評価の方法

金利スワップについては、特例処理の要件に該当

するため、その判定をもって有効性の判定に代え

ている。

　(4) ヘッジの有効性評価の方法

同左

５　その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な

事項

　　消費税等の会計処理方法

　　　税抜方式によっている。

５　その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

 

　　消費税等の会計処理方法

同左
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【会計処理の変更】

　
当中間会計期間

(自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日)

前事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

─────── (リース取引に関する会計基準)

　当事業年度より、「リース取引に関する会計基準」(企

業会計基準第13号(平成５年６月17日(企業会計審議会第

一部会)、平成19年３月30日改正))及び「リース取引に関

する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第16

号(平成６年１月18日(日本公認会計士協会　会計制度委

員会)、平成19年３月30日改正))を適用している。これに

よる損益に与える影響はない。

　なお、リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所有

権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の

賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

　

【注記事項】

(中間貸借対照表関係)

　
当中間会計期間末
(平成21年９月30日)

前事業年度末
(平成21年３月31日)

※１　有形固定資産の減価償却累計額

9,192,007千円

※１　有形固定資産の減価償却累計額

8,996,590千円

※２　資産の金額から直接控除した貸倒引当金の額

4,922千円

※３　仮払消費税等および仮受消費税等は相殺し、「未払

消費税等」として表示している。

　４　偶発債務

手形債権流動化に伴う遡及義務 239,463千円

 

※２　資産の金額から直接控除した貸倒引当金の額

4,924千円

――――――

 

　４　偶発債務

手形債権流動化に伴う遡及義務 189,740千円

 

　

(中間損益計算書関係)

　
当中間会計期間

(自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日)

前事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

※１　営業外収益のうち主要項目

受取利息 1,262千円

受取配当金 15,210　

※１　営業外収益のうち主要項目

受取利息 2,588千円

受取配当金 15,052　
受取補償金 16,858　

※２　営業外費用のうち主要項目

支払利息 28,324千円

※２　営業外費用のうち主要項目

支払利息 42,767千円

※３　特別損失のうち主要項目

株式交換関連費用 36,714千円

　 　 　
　 　 　
　 　 　

※３　特別損失のうち主要項目

損害賠償金 28,733千円

特別退職金 53,025　
固定資産除却損 43,787　
たな卸資産評価損 36,737　

　４　減価償却実施額

有形固定資産 221,747千円

無形固定資産 686　
計 222,433　

 

　４　減価償却実施額

有形固定資産 449,949千円

無形固定資産 1,381　
計 451,330　
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(中間株主資本等変動計算書関係)

当中間会計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日）

自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末(株) 増加(株) 減少(株) 当中間会計期間末(株)

普通株式 10,186 441 10,627 ─

　
　　（変動事由の概要）

増加数の主な内訳は、次のとおりである。

　単元未満株式の買取りによる増加　　　        441株

減少数の主な内訳は、次のとおりである。

　東洋紡績株式会社との株式交換による減少　 10,627株

　

前事業年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末(株) 増加(株) 減少(株) 当事業年度末(株)

普通株式 8,206 1,980 ― 10,186

　
　　（変動事由の概要）

増加数の主な内訳は、次のとおりである。

　単元未満株式の買取りによる増加　          1,980株

　

次へ

EDINET提出書類

東洋クロス株式会社(E00997)

半期報告書

44/52



(リース取引関係)

　
当中間会計期間

(自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日)

前事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所有権移転

外ファイナンス・リース取引

リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所有権移転

外ファイナンス・リース取引

１　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び中間期末残高相当額

１　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

　
機械装置
及び運搬具
(千円)

　
工具、器具
及び備品
(千円)

　
ソフト
ウエア
(千円)

　
合計
(千円)

取得価額
相当額

499,164　 7,946　 18,728　 525,838

減価償却
累計額
相当額

39,687　 6,744　 15,887　 62,319

中間期末
残高相当
額

459,476　 1,201　 2,840　 463,518

　

　
機械装置
及び運搬具
(千円)

　
工具、器具
及び備品
(千円)

　
ソフト
ウエア
(千円)

　
合計
(千円)

取得価額
相当額

499,164　 7,946　 18,728　 525,838

減価償却
累計額
相当額

15,782　 5,949　 14,014　 35,746

期末残高
相当額

483,381　 1,996　 4,713　 490,091

　
２　未経過リース料中間期末残高相当額

１年内 45,607千円

１年超 426,673　
計 472,280　

２　未経過リース料期末残高相当額

１年内 46,596千円

１年超 448,832　
計 495,429　

 
３　支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

支払リース料 31,341千円

減価償却費相当額 26,572

支払利息相当額 8,192

３　支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

支払リース料 16,763千円

減価償却費相当額 18,826

支払利息相当額 3,100

４　減価償却費相当額の算定方法及び利息相当額の算定

方法

　　減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とする定額法によってい

る。

　　利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差

額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は利息法によっている。

４　減価償却費相当額の算定方法及び利息相当額の算定

方法

　　減価償却費相当額の算定方法

同左

 

　　利息相当額の算定方法

同左

（減損損失について）

　　リース資産に配分された減損損失はないため、項目等

の記載は省略している。

（減損損失について）

同左

ファイナンス・リース取引

(１)　リース資産の内容

　　有形固定資産

主として、コーティング関連事業における生産設

備（機械及び装置、工具、器具及び備品）である。

ファイナンス・リース取引

(１)　リース資産の内容

同左

(２)　リース資産の減価償却の方法

自己所有の有形固定資産に適用する減価償却方法

と同一の方法を採用している。

(２)　リース資産の減価償却の方法

同左
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(有価証券関係)

当中間会計期間末(平成21年９月30日)

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはない。

　

前事業年度末(平成21年３月31日)

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはない。

　

(企業結合等関係)

当中間会計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日)

該当事項なし。

　

前事業年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

該当事項なし。

　

(１株当たり情報)

中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略している。
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(重要な後発事象)

　
当中間会計期間

(自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日)

前事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

(資本金の額の減少について)

　当社の事業規模に応じた適正な資本金の額に変更する

とともに、資本構成及び財務体質の改善を目的として、会

社法第447条第１項の規定により資本金の額を減少する

ことにつき、平成21年12月４日開催の臨時株主総会に諮

り承認を得ている。

　なお、資本の減少の方法については、発行済株式総数の

変更は行わず、資本金の額のみを無償で減少する方法に

よる。

(1) 承認された議案の内容

　減少する資本金の額の全額をその他資本剰余金に

計上する。

　なお、減少する資本金の額等については、以下の通

りである。

① 減少する資本金の額 600,000千円

② 減少する資本金の額のう
ち準備金とする額

─

③ 資本金の額の減少の効力
発生日

平成22年１月８日
（予定）

 
(2) 資本金の額の減少の日程概要

① 臨時株主総会決議日 平成21年12月４日

② 債権者異議申述公告 平成21年12月７日

③ 債権者異議申述最終期日　
 

平成22年１月７日
（予定）

④ 資本金の額の減少の効力
発生日

平成22年１月８日
（予定）

 

(東洋紡績株式会社との株式交換契約締結について)

　当社は、平成21年５月25日開催の取締役会において、平

成21年９月１日を効力発生日として、下記のとおり、親会

社である東洋紡績株式会社(以下「東洋紡」)を株式交換

完全親会社、当社を株式交換完全子会社とする株式交換

(以下「本株式交換」)を行うことを決議し、同日付で株

式交換契約を締結した。

　なお、本株式交換は、平成21年６月26日開催の当社定時

株主総会で承認可決されている。

(1) 本株式交換の目的

　これまで東洋紡と東洋クロスは、密接な提携関係に基づ

いた関係の強化に取り組んできた。平成16年には公開買

付けにより東洋紡が東洋クロスを子会社化し、両社の強

みを活かした事業の展開とシナジーの追求に注力してき

た。

　しかしながら、昨今の両社を取り巻く環境は、米国の金

融危機に端を発した世界的な景気減速により一段と厳し

さを増しており、グループ全体での事業基盤の強化が急

務となってきた。

　このような状況のもと、東洋紡と東洋クロスは、慎重に

協議を重ねた結果、東洋クロスのコーティング事業の収

益力を向上させるためには、東洋紡が東洋クロスを完全

子会社化することによって、電子部品・自動車分野にお

いて、東洋紡の保有する機能素材と東洋クロスのコー

ティング技術を融合させた新商品開発等、両社の経営資

源をより緊密に連携させることが有効であるとの結論に

達した。

　また、完全子会社化により、迅速な経営判断と機動的な

事業運営を行って両社の相乗効果を最大限に発揮するこ

とで、東洋クロス及び東洋紡グループ全体の企業価値の

向上につながると判断したため、この度、本株式交換を実

施することとした。

(2) 株式交換の方法及び内容

① 本株式交換の方法

　東洋紡は、効力発生日の前日の最終の当社株主名簿に記

載又は記録された当社の株主に対して、当社の普通株式

１株に対し、東洋紡の普通株式0.87株の割合をもって割

当てる。

　ただし、東洋紡が保有する普通株式6,047,000株につい

ては、割当てを行わない。

② 本株式交換の日程

　平成21年５月25日　　株式交換決議取締役会

　平成21年５月25日　　株式交換契約締結

　平成21年６月26日　　株式交換承認株主総会

　平成21年９月１日　　株式交換予定日

③ 株式の割当比率

　当社株式１：東洋紡株式0.87

④ 本株式交換に係る割当ての内容の算定根拠

　当社は、本株式交換の株式交換比率算定にあたり、大和

証券エスエムビーシー株式会社(以下「大和証券 ＳＭＢ

Ｃ」)を第三者算定機関として選定した。
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　 当中間会計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日)

前事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

　 　大和証券 ＳＭＢＣは、当社及び東洋紡については上場

株式であることから市場株価法及びＤＣＦ法により算定

を行った。

　当社及び東洋紡は、この算定結果を参考に当事者間で協

議の上、上記株式交換比率を決定した。

　

(2) 【その他】

該当事項なし。
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第６ 【提出会社の参考情報】

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出している。

　
　

(1)臨時報告書 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２
項第12号及び第19号(財政状態及び経営成績に著
しい影響を与える事象の発生）の規定に基づく
臨時報告書

　 平成21年５月８日
近畿財務局長に提出。

　 　 　 　 　 　
(2)臨時報告書 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２

項第６号の２(株式交換完全子会社となる株式交
換）の規定に基づく臨時報告書

　 平成21年５月８日
近畿財務局長に提出。

　 　 　 　 　 　

(3)
 
臨時報告書の
訂正報告書 上記(２)臨時報告書の訂正報告書 　 平成21年５月25日

近畿財務局長に提出。

　 　 　 　 　 　
(4)有価証券報告書及び
その添付書類、確認書

事業年度
(第146期)

自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日

　
平成21年６月26日
近畿財務局長に提出。

　 　 　 　 　 　
(5)

 

内部統制報告書
事業年度
(第146期)

自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日

　
平成21年６月26日
近畿財務局長に提出。

　 　 　 　 　 　
(6)

 

四半期報告書、四半期
報告書の確認書

(第147期第１四半期)
自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日

　
平成21年８月12日
近畿財務局長に提出。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項なし。
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独立監査人の中間監査報告書
　

　

平成21年12月10日

東洋クロス株式会社

取締役会　御中

　あずさ監査法人 　 　

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　牧　　　美 　喜　 男　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　和　　田　　安　　弘　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　岡　　部　　政　　男　　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲

げられている東洋クロス株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の中間連結

会計期間(平成21年４月１日から平成21年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対

照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について

中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中

間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法

人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なう

ような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等

を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結

果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表

の作成基準に準拠して、東洋クロス株式会社及び連結子会社の平成21年９月30日現在の財政状態並びに同日

をもって終了する中間連結会計期間(平成21年４月１日から平成21年９月30日まで)の経営成績及びキャッ

シュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。

追記情報

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成21年12月４日開催の臨時株主総会において、資本金の

額の減少を決議している。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　

※１　上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管している。

２　中間連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていない。
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独立監査人の中間監査報告書
　

　

平成21年12月10日

東洋クロス株式会社

取締役会　御中

　あずさ監査法人 　 　

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　牧　　　美 　喜 　男　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　和　　田　　安　　弘　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　岡　　部　　政　　男　　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲

げられている東洋クロス株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの第147期事業年度の中間

会計期間(平成21年４月１日から平成21年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中

間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経

営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法

人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重

要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心と

した監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として

中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基

準に準拠して、東洋クロス株式会社の平成21年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計

期間(平成21年４月１日から平成21年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認

める。

追記情報

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成21年12月４日開催の臨時株主総会において、資本金の

額の減少を決議している。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　

 ※１　上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管している。

２　中間財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていない。
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